
法務省

平成30年度
政策別コスト情報・

省庁別財務書類の概要



（留意事項）

○本書における計数は，原則として単位未満切り捨ての
ため，合計額が一致しないことがあります。

○単位未満の計数がある場合には「０」で表示し，該当計
数が皆無の場合には「－」で表示しています。



　 法務省の任務（法務省設置法第３条）

　［法務省の組織及び定員］

法務省は，基本法制の維持及び整備，法秩序の維持，国民の権利
擁護，国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理並びに出
入国の公正な管理を図ることを任務とする。

法務省の任務と組織等の概要
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法務省における政策評価は，所管する政策について，適時にその政策効果を
把握し，必要性，効率性，有効性等の観点から，自ら評価を行い，その結果を公
表するとともに，これを政策の企画立案や政策に基づく的確な実施に反映させる
ことにより，国民に対する説明責任を徹底し，国民本位で効率的な質の高い成果
重視の行政を実現することを目的とする。
　なお，各政策における事業概要は次のとおり。

～政策評価の目的・各政策における事業概要～
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　政策別コスト情報とは

〈平成２９年度〉 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

〈平成３０年度〉

７５１，５０１百万円

７７２，４５５百万円

基本法制の維持及び整備
司法制度改革の成果の

定着に向けた取組

法務に関する調査研究

再犯の防止等の推進

検察権の適正迅速な行使

矯正処遇の適正な実施

更生保護活動の適切

な実施

破壊的団体等の規制に

関する調査等を通じた

公共の安全の確保を図

るための業務の実施

破壊的団体等の規制処分

の適正な審査・決定

国民の財産や身

分関係の保護

人権の擁護

国の利害に関係のあ

る争訟の統一的かつ

適正な処理

出入国の公正な管理

法務行政における国際

化対応・国際協力

法務行政全般の円滑か

つ効率的な運営
官房経費等

～政策別コストの前年度比較～

政策別コスト情報とは，より一層の財務情報の充実を図るため，平成２１年度より各省庁におい
て作成・講評されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態
別に表示されている費用を，各省庁の政策評価項目ごとに配分して表示したセグメント情報として
作成しています。

さらに，政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく，政策によっては各省庁が保有する資

産を活用して事務事業を行っているもののほか，政策にかかるコストとして算入された減価償却費

についても基となる資産があることから，政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表示し

ています。

～政策別コストの前年度比較～

政策別コスト情報とは，より一層の財務情報の充実を図るため，平成２１年度より各省庁におい
て作成・公表されているものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態
別に表示されている費用を，各省庁の政策評価項目ごとに配分して表示したセグメント情報として
作成しています。

さらに，政策別コスト情報ではフローの情報だけではなく，政策によっては各省庁が保有する資

産を活用して事務事業を行っているもののほか，政策にかかるコストとして算入された減価償却費

についても基となる資産があることから，政策に関する主な資産（負債）をストック情報として表示し

ています。

２０，９５４
百万円

293,321

113,828

121,464

基本法制の維持及び整備

司法制度改革の成果の

定着に向けた取組

法務に関する調査研究

検察権の適正迅速な行使

矯正処遇の適正な実施

更生保護活動の適切

な実施

破壊的団体等の規制に

関する調査等を通じた公

共の安全の確保を図る

ための業務の実施

破壊的団体等の規制処

分の適正な審査・決定

国民の財産や身分

関係の保護

人権の擁護

国の利害に関係のあ

る争訟の統一的かつ

適正な処理

出入国の公正な管理

法務行政における国際

化対応・国際協力

法務行政全般の円滑か

つ効率的な運営
官房経費等

285,135

118,914

110,788
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【３０年度政策別コスト情報　経費別内訳】

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

１，基本法制の維持及び整備 1,716 1,539 5 - 145 39 2 △ 15

33,360 499 16,841 15,391 422 22 0 182

３，法務に関する調査研究 529 209 - - 246 - - 73

4，再犯の防止等の推進 398 249 121 - 21 6 0 △ 1

5，検察権の適正迅速な行使 113,828 96,484 9 - 7,362 4,479 4 5,489

6，矯正処遇の適正な実施 293,321 195,758 11 - 24,300 27,988 5 45,257

7，更生保護活動の適切な実施 29,789 15,948 5,208 - 654 108 2 7,867

16,835 13,639 - - 447 39 - 2,708

64 43 - - 7 - - 13

10，国民の財産や身分関係の保護 121,464 60,344 6,936 - 6,079 4,381 5 43,717

11,人権の擁護 6,982 3,357 1,198 - 923 146 1 1,353

8,773 6,920 11 - 1,108 251 5 476

13,出入国の公正な管理 68,609 40,666 1,093 - 1,395 1,941 9 23,502

898 293 - - 334 - - 270

18,110 4,118 14 - 12,973 104 6 893

16,官房経費等 57,771 52,062 44 - 3,003 1,994 20 646

772,455 492,134 31,496 15,391 59,428 41,503 63 132,436

＊人件費などの人にかかるコストが全体の６４%を

占めています。

14,法務行政における国際化対応・国
際協力

15,法務行政全般の円滑かつ効率的な
運営

合計

コスト計

区分

8，破壊的団体等の規制に関する調査
等を通じた公共の安全の確保を図るた
めの業務の実施

12,国の利害に関係のある争訟の統一
的かつ適正な処理

9，破壊的団体等の規制処分の適正な
審査・決定

経費

２，司法制度改革の成果の定着に向
けた取組

独立行政法
人運営費交

付金

貸倒引当金繰
入

委託費等人件費等 庁費等 減価償却費 その他

～政策別コストの経費別内訳概要～～政策別コストの経費別内訳概要～

４９２，１３４百万円

（６４％）

２８０，３２０百万円

（３６％）

経費別コスト内訳

人件費などの人にかかるコスト

人以外にかかるコスト
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（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成２９年度 平成３０年度 対前年度（増△減）

1 基本法制の維持及び整備 1,837 1,716 △ 120
2 司法制度改革の成果の定着に向けた取組 31,927 33,360 1,433
3 法務に関する調査研究 615 529 △ 86
4 再犯の防止等の推進 - 398 398
5 検察権の適正迅速な行使 110,788 113,828 3,039
6 矯正処遇の適正な実施 285,135 293,321 8,186
7 更生保護活動の適切な実施 28,346 29,789 1,443
8 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全

の確保を図るための業務の実施
9 破壊的団体等の規制処分の適正な審査・決定 63 64 0

10 国民の財産や身分関係の保護 118,914 121,464 2,550
11 人権の擁護 7,007 6,982 △ 25
12 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 8,663 8,773 110
13 出入国の公正な管理 63,291 68,609 5,317
14 法務行政における国際化対応・国際協力 1,005 898 △ 106
15 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 21,229 18,110 △ 3,118
16 官房経費等 56,563 57,771 1,207

※注　政策「４　再犯の防止等の推進」は平成３０年度からの政策である。

庁費等の減少

人件費等の増加

主な増△減要因

16,111 16,835 723

人件費等の増加

人件費等の増加

政策別コスト（平成２９年度→平成３０年度）

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

区分

～政策別コストの経費別 前年度比較～～政策別コストの経費別 前年度比較～

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

人件費等
委託費等
独立行政法人運営費交付金
庁費等

減価償却費
貸倒引当金繰入
その他

基本法制の維持及び整備

司法制度改革の成果の定

着に向けた取組

法務に関する調査研究

検察権の適正迅速な行使

矯正処遇の適正な実施

更生保護活動の適切な実

施

破壊的団体等の規制に関する

調査等を通じた公共の安全の

確保を図るための業務の実施

破壊的団体等の規制処分

の適正な審査・決定

国民の財産や身分関係の保

護

人権の擁護

国の利害に関係のある争訟

の統一的かつ適正な処理

出入国の公正な管理

法務行政における国際化

対応・国際協力

法務行政全般の円滑かつ

効率的な運営

官房経費等

187,868

195,758

12,973

16,264

再犯の防止等の推進

96,484

93,179

40,666

37,689
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21年度22年度23年度24年度25年度26年度27年度28年度29年度30年度

1 基本法制の維持及び整備

2 司法制度改革の成果の定着に

向けた取組

3 法務に関する調査研究

4 再犯の防止等の推進

5 検察権の適正迅速な行使

6 矯正処遇の適正な実施

7 更生保護活動の適切な実施

8 破壊的団体等の規制に関する

調査等を通じた公共の安全の確

保を図るための業務の実施

9 破壊的団体等の規制処分の適

正な審査・決定

10 国民の財産や身分関係の保

護

11 人権の擁護

12 国の利害に関係のある争訟

の統一的かつ適正な処理

13 出入国の公正な管理

14 法務行政における国際化対

応・国際協力

15 法務行政全般の円滑かつ効

率的な運営

16 官房経費等

740
1,128

1,926

(716,086)

55,110

13,274

664

56,129

8,213

6,663

118,492

61
14,924

25,982

276,606

104,625

445

32,828

2,064

1,852

111,654

6,540

～政策別コストの推移～

単位：百万円（単位未満切捨て）

2,243

2,146

31,390
32,748

32,808

29,259

469
467

429106,943
113,787

98,809

96,089

284,261 303,009

271,041
263,150

24,075
25,318

24,545
23,867

15,712
16,315

14,191
13,662

63
65

64 56

154,141 140,245

119,154 112,84１

7,051 6,104 6,539 6,350

8,348 6,682 8,555 7,943

55,794 57,973 55,497 53,106

664 620 602 594

20,150 17,962
8,753 12,298

42,373 45,213
54,445 53,143

900,000

800,000

700,000

600,000

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

※注１ 政策 「２ 司法制度改革の成果の定着に向けた取組」は平成２３年度
からの政策であるため，２１年度及び２２年度については，政策「司法制度改革
の推進」に係るコストを計上し，政策別コストの推移を表示している。

※注２ 政策 「４ 再犯の防止等の推進」は平成３０年度からの政策である。

(674,933)(697,675)(767,643)(753,411)

429

(747,137)

31,817

466

111,483

291,884

27,812

15,919
63

119,598

6,697

8,423

60,758

693

11,890

57,702

1,970

26,597

501

110,153

297,457

23,741

16,895
69

164,331

6,558

6,261

54,098

698

11,610
35,404

(755,120) (741,333)

32,001

489

288,456

28,714

16,249
63

115,777

8,686

65,601

780

8,326

56,138

(751,501)

615

1,837

31,927

110,788

285,135

28,346

16,111
63

118,914

7,007

8,663

63,291

1,005

21,229

56,563

(772,455)

1,716

33,360

529
398

113,828

293,321

29,789

16,835
64

121,464

6,982

8,773

68,609

898

18,110

57,711
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（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

平成２９年度 平成３０年度 対前年度（増△減） 主な増△減要因

1 基本法制の維持及び整備 9,947 10,119 171
2 司法制度改革の成果の定着に向けた取組 4,898 4,288 △ 610
3 法務に関する調査研究 0 0 △0
4 再犯の防止等の推進 - 1,641 1,641
5 検察権の適正迅速な行使 142,314 143,866 1,552
6 矯正処遇の適正な実施 705,225 704,915 △ 310
7 更生保護活動の適切な実施 11,777 12,904 1,127
8 破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全

の確保を図るための業務の実施
9 破壊的団体等の規制処分の適正な審査・決定 - - -

10 国民の財産や身分関係の保護 119,326 119,477 150
11 人権の擁護 10,885 11,101 216
12 国の利害に関係のある争訟の統一的かつ適正な処理 26,611 28,402 1,791
13 出入国の公正な管理 72,819 73,474 654
14 法務行政における国際化対応・国際協力 0 0 △0
15 法務行政全般の円滑かつ効率的な運営 35,158 35,956 797
16 官房経費等 133,939 138,874 4,934 土地等の増加

※注　政策 「４　再犯の防止等の推進」は平成３０年度からの政策である。

区分

61245 306

政策に関連する主なストック（平成２９年度→平成３０年度）

～政策別のストック情報の前年度比較～
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29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

30年

29年

土地

建物

物品

無形固定資産

その他

基本法制の維持及び整備

司法制度改革の成果の定

着に向けた取組

再犯の防止等の推進

検察権の適正迅速な行使

矯正処遇の適正な実施

更生保護活動の適切な実

施

破壊的団体等の規制に関する調

査等を通じた公共の安全の確保

を図るための業務の実施

破壊的団体等の規制処分

の適正な審査・決定

国民の財産や身分関係の

保護

人権の擁護

国の利害に関係のある争

訟の統一的かつ適正な処

理

出入国の公正な管理

法務行政における国際化

対応・国際協力

法務行政全般の円滑かつ

効率的な運営

官房経費等

108,388

114,296

法務に関する調査研究
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（参考）「フルコスト情報の公表について」 

 
・司法書士試験業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 

 
・矯正業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 

 
・人権相談業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 

 

・訟務業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 

 

・出入国在留管理業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 
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個別事業のフルコスト情報の開示について 
 
 

◎目的 
 ○ 政策別コスト情報は、省庁の政策ごとのコストを表示したセグメント情報であり、

人件費や事務費を含むフルコストで特定の政策に係る費用を一覧できることにより、

①コストの経年変化や他事業との比較分析が可能となり、②行政活動に関する国民の

理解の促進を図れること等を目的として作成・公表しておりますが、その一方で、政

策別コスト情報には一つの政策単位に複数の事業が含まれており、コストの集計単位

が大きいためにフルコストの分析が難しいといった課題があります。 
 
○ 財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会に設置した「財務書類等の一層

の活用に向けたワーキンググループ」での議論をとりまとめ、平成 27 年 4 月 30 日に

公表した「財務書類等の一層の活用に向けて（報告書）」では、「フルコスト情報の把

握」をあげております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 今回「政策別コスト情報の改善」の取組として、試行的に代表的な個別事業につい

てのフルコストを算定し、公表することとしました。 
 
○ この取組により、以下のような効果があると考えられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 法務省の省庁別財務書類や政策別コスト情報の参考情報として、個別事業のフルコ

スト情報を国民の皆様に開示することにより、国民の皆様に法務省の政策に関する理

解を深めていただくとともに、法務省職員のコスト意識を向上させ、より効率的・効

果的な事業の執行に努めてまいります。 

① 個別事業ごとに要する人件費や事務費に加え、減価償却費や退職給付引当金繰入

額といった現金収支を伴わないコストを含むフルコストが明らかになる。 
② 国から交付された資金が最終的に国民に行き渡るまでにどのようなコストがど

のくらい発生しているのかが把握できるようになる。 
③ 利用者 1 人当たりなどの「単位当たりコスト」を算出することにより、事業のボ

リュームを把握できるとともに、事業の効率性の分析が可能となる。 
 

参考情報 

「財務書類等の一層の活用に向けて（報告書）」（抜粋） 
第２ 活用の方向性 
（３）行政活動の効率化・適正化のための活用 

インフラ資産台帳の整備やフルコスト情報の把握・活用により、行政活動の効率化・適正

化が可能となるのではないか。 
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◎フルコスト情報の見方 
（１）業務に係るフルコスト 
   国が直接行政サービスを実施するに当たってのコストの総額を示しています。 
 
（２）単位当たりコスト 
   フルコストをその行政サービスを利用した利用者数などで割って算出しています。

業務の大まかなボリュームを把握するための指標となります。 
 
（３）自己収入 
   当該業務の実施に伴って発生するコストの財源として、税以外で直接受け入れた収

入を示しています。 
 
（４）自己収入比率 
   フルコスト等算定事業のコストに対して、税以外で直接受け入れた収入の割合です。 

また、「業務実施に伴い当該政策にかかるコストの財源として、税以外で直接受け入

れた収入」以外の収入であっても、当該事業・業務の実施に伴って、発生する収入で、

当該事業・業務の実施に係るフルコストとその収入の対応関係を見る意味で意義があ

ると考えられるものについても「自己収入」として掲記しています。 
 

（５）その他のコスト 
   地方公共団体を通じて実施している国の事業で、国がその事業経費を補助金・負担

金等という形で負担しているものについて、その予算科目と金額を参考として掲載し

ています。 
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司法書士試験業務 

（直接行政サービス事業：直接型） 

 
 
 
 
 
 

14



【法務省】司法書士試験事業

司法書士試験は、司法書士に必要な知識及び能力を有するかどうかについて筆記及び口述試験

を行うものであり、合格者に司法書士の国家資格を付与することで、司法書士の業務の適性化を図
ることによって、登記・供託に関する手続の適正かつ円滑な実施に資し、もって、国民の権利の保護・
明確化に寄与しています。

事業の概要

出願者数１人当たりコスト：9,540円
（参考）単位：出願者数 17,668人

国民1人当たりコスト： 1円
（参考）単位：総人口 126,443,180人

フルコスト 1.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 1.0億円
物にかかるコスト 0.5億円
庁舎等（減価償却費） 0.0億円
事業コスト －億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 1.4億円

単位当たりコスト

司法書士試験事業の流れ

フルコスト

本事業に関連する平成30年度の行政
事業レビューシートの事業番号（0002）

法務省

司法書士試験委員

法務局・地方法務局

口述試験

最終合格者発表

合格証書交付

筆記試験

受験申請受付

平成３０年度試験スケジュール

任命 受験申請受付

筆記試験の実施

口述試験の実施

最終合格者発表

平成３０年５月

平成３０年７月

平成３０年９月

平成３０年１０月

平成３０年１１月

筆記試験結果発表

筆記試験合格通知書
（口述試験通知書）発送

合格証書交付

試験問題作成

試験問題採点

筆記試験結果発表

筆記試験合格通知書
（口述試験通知書）発送
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矯正業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 
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【法務省】矯正業務

矯正業務では、被収容者の収容を確保し、その人権を尊重しつつ、刑事施設においては、作業や

改善指導等、少年施設においては、教科指導や職業指導等、適切な処遇を実現することによって、
刑事・少年司法手続の円滑な運営に寄与し、犯罪・非行を犯した者の再犯・再非行を防止し、新たな
犯罪被害者を生じさせないという役割を担っています。

業務の概要

被収容者1日当たりコスト：13,434円
（参考）単位：被収容者数 53,735人

国民1人当たりコスト： 2,083円
（参考）単位：総人口 126,443,180人

フルコスト 2,635.0億円
（内訳）

人にかかるコスト 1659.3億円
物にかかるコスト 53.6億円
庁舎等（減価償却費） 240.2億円
事業コスト 681.7億円

-----------------------------------
（参考）自己収入 37.5億円

単位当たりコスト

矯正業務の流れ

本事業に関連する平成30年度の行政
事業レビューシートの事業番号
（0016）（0017）（0018）（0019）（0020）
（0021）（0022）（0023）（0024）

作 業（生産作業，自営作業，職業訓練）
改善指導（一般改善指導，特別改善指導）
教科指導（補習教科指導，特別教科指導）

余暇活動
読書，学習，クラブ活動，映画，
ラジオ，テレビ視聴

治 療（治療，施術）

矯
正
処
遇

処

遇

要

領

の

策

定

刑
執
行
開
始
時
の
指
導
等

処

遇

調

査

釈

放

前

の

指

導

出
所
出
所

入
所
入
所

調
査
セ
ン
タ
ー

調
査
セ
ン
タ
ー

拘
置
所

拘
置
所

入
院

処遇の段階３級 処遇の段階２級 処遇の段階１級 出
院

［自己の問題改善への意欲の
喚起を図る指導］

［問題改善への具体的指導］ ［社会生活への円滑な移行を
図る指導］

グループワーク（薬物依存離脱） 職業訓練（介護福祉科）

工場にて勤務する刑務官 改善指導等を行う刑務官

入
所

入
所
時
調
査

行
動
観
察

鑑
別
面
接

精
神
科
診
断

心
理
検
査

健
康
診
断

判
定
会
議

鑑
別
結
果
通

知
書
の
作
成

審
判

退
所

婦人補導院は，売春

防止法違反の罪を犯し

たため補導処分の言渡

しを受けた成人の女子

を収容して，更生させ

るために必要な補導と

して，被収容者の特性

に応じた生活指導，職

業補導などを行う施設

です。

少年鑑別所

少 年 院

刑事施設

婦人補導院

刑事施設は，法律の定める手続に従って収容された受刑者，未決拘禁者等に，それぞれ刑罰，未決勾留等を執行するための施
設です。
刑務所及び少年刑務所では，受刑者の資質や環境に応じ，改善更生の意欲を喚起し，社会生活に適応する能力の育成を図るこ

とを目的として，矯正処遇（作業，改善指導，教科指導）を行っています。拘置所では，円滑な訴訟の遂行に寄与することを目
的として，収容された被疑者，被告人の基本的人権を尊重しながら，身柄の確保，証拠いん滅の防止などを図っています。

少年院は，家庭裁判所から保護処分として送致された少年等を収容し，矯正教育等を行う施設です。矯正教育は，在院者一人
一人の特性に応じた目標，内容，実施方法及び期間等を具体的に定めた個人別矯正教育計画を策定し，生活指導，職業指導，教
科指導，体育指導，特別活動指導を組み合わせて行われています。また，社会復帰支援として，出院後に自立した生活を行うこ
とが難しい少年等に対し，修学・就労の支援，帰住先の確保，医療・福祉機関との連携による継続的な支援などを行っています。

少年鑑別所は，主として家庭裁判所から観護措置の決定によって送致された少年を収容するとともに，

家庭裁判所が行う少年に対する審判等のため，医学，心理学，教育学等の専門的な知識に基づいて，心身

の状態を調査・診断し，非行の原因を解明して改善更生のための処遇指針を立てる施設です。

また，保護処分等の執行のため，少年院の長，保護観察所の長等の求めによる鑑別も実施しているほか，

地域社会における非行及び犯罪の防止のため，非行，いじめ，家庭内暴力など一般の方々や学校の先生な

どの関係者からの相談に対し，専門的知識・技術を活用した助言その他必要な援助を行っています。
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人権相談業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 
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【法務省】人権相談業務

人権相談業務では，全国各地で生起する様々な人権問題に広く対応するため，全国の法務局・地方

法務局における常設相談所やデパート等における特設相談所での面談のほか，手紙，電話，インター
ネット等により相談に応じています。

フルコスト 8.3億円
（内訳）
人にかかるコスト 3.6億円

物にかかるコスト 0.3億円
庁舎等（減価償却費） 0.1億円
事業コスト 4.1億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

業務の概要

単位当たりコスト

本事業に関連する平成30年度の行政
事業レビューシートの事業番号（0050）

人権相談１件当たりコスト：3,861円
（参考）単位：人権相談件数 216,239件

国民1人当たりコスト： 6円
（参考）単位：総人口 126,443,180人

救済手続終了後は，処理結果を通知します。また，必要に応じ，
関係機関と連携して，アフターケアを行います。

侵犯事実の有無の判断を踏まえ，必要に応じて，適切な措置を講じます。

人権相談業務の流れ

フルコスト

関係者の協力のもと，速やかに調査を行います。

事案の内容や具体的な被害について，面談，手紙，電話，インターネット等に
おいて相談をお受けします。
●常設相談所・・・法務局・地方法務局・支局
●特設相談所・・・市町村役場・商業施設・社会福祉施設等
●手紙・・・子どもの人権ＳＯＳミニレター
●電話・・・みんなの人権１１０番・子どもの人権１１０番・

女性の人権ホットライン・ 外国語人権相談ダイヤル
●インターネット・・・インターネット人権相談受付窓口（メール相談）

②調査

調査を受けて，侵犯事実が認められるかどうかを判断します。

④救済のための措置

⑤処理結果通知・アフターケア

①相談・被害の申告

③侵犯事実の有無を判断
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訟務業務 
（直接行政サービス事業：直接型） 
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【法務省】訟務業務

訟務業務では、法務省訟務局、法務局及び地方法務局において、国を当事者（原告・被告）とする訴

訟について、国を代表し、国の立場から裁判所に対する申立てや主張・立証などの活動（訟務）を行っ
ています。また、訴訟を未然に防ぐための予防司法支援、国益に関わる国際訴訟等への支援を行って
います。

フルコスト 51.7億円
（内訳）
人にかかるコスト 33.2億円
物にかかるコスト 3.6億円
庁舎等（減価償却費） 2.3億円
事業コスト 12.5億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 －億円

業務の概要

単位当たりコスト

（イメージ写真・図）

（参考）その他のコスト ×.×億円

本事業に関連する平成30年度の行政
事業レビューシートの事業番号（0055）

処理事件当たりコスト：81.8万円
（参考）単位：処理事件数 6,327件

国民1人当たりコスト： 40円
（参考）単位：総人口 126,443,180人
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出入国在留管理業務 

（直接行政サービス事業：直接型） 
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【法務省】 出入国在留管理業務

出入国在留管理業務は、日本に入国又は出国する全ての人の出入国の公正な管理を図るとともに、

難民の認定手続を整備することを目的としており、主に日本に出入国する人の審査・確認や、日本に在
留する外国人の在留資格の変更等のほか、日本に不法に滞在する外国人の取締りや日本にいる外国
人が難民に該当するか否かの認定などを行っております。

フルコスト 604.6億円
（内訳）
人にかかるコスト 325.2億円
物にかかるコスト 18.6億円
庁舎等（減価償却費） 12.2億円
事業コスト 248.5億円

------------------------------------------------------------
（参考）自己収入 42.8億円

業務の概要

単位当たりコスト

（イメージ写真・図）

出入国在留管理業務の流れ

その他のコスト
（事務経費の
財源の交付）

フルコスト

出入国在留管理業務の提供 申請・届出等

国民等

地方公共団体 申請
・届出等

国
（法務省）

（参考）その他のコスト 10.7億円

本事業に関連する平成30年度の行政
事業レビューシートの事業番号（0056）
（0058）（0059）(0060）（0061）（0062）

業務１件当たりコスト：527円
（参考）単位：業務件数 114,604,248件

国民1人当たりコスト：478円
（参考）単位：総人口 126,443,180人
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【参考】フルコストの算定方法について 
フルコストの算定にあたっては、国家公務員給与等実態調査（人事院）等及び政策別コ

スト情報を活用して算定しております。 
 
１．人にかかるコスト 

国家公務員給与等実態調査より算定した平均給与額等に、業務に従事する各職員の概

ねの業務量の割合を合計して算出した人員数を乗じて、当該業務に係る「人にかかるコ

スト」を算出しております。 
 

２．物にかかるコスト 
業務が属する政策区分全体の「物にかかるコスト」の金額を業務に配賦するにあたっ

ては、業務を所掌する部局等の各職員が携わる各業務について概ねの業務量の割合を算

出し、各職員の業務の割合を合計して「按分率」を算出し、当該按分率を「物にかかる

コスト」の政策区分全体の総額に乗じて、当該業務に係る「物にかかるコスト」を算出

する方法によって配賦しております。 
 【司法書士試験業務における物にかかるコスト】 

業務を所掌する部局等の職員に係る「按分率」を算出し、当該按分率を業務が属する

政策区分全体の「物にかかるコスト」の金額から業務の執行実績を除いた金額に乗じ

て、業務に係る「物にかかるコスト」を算出する方法によって配賦されたコストに加

え、当該業務の執行実績を物にかかるコストとして認識しているコストを計上しており

ます。 
 
３．庁舎等（減価償却費） 

業務が属する政策区分全体の「庁舎等（減価償却費）」の金額を業務に配賦するにあ

たっては、業務を所掌する部局等の各職員が携わる各事業について概ねの業務量の割合

を算出し、各職員の業務の割合を合計して「按分率」を算出し、当該按分率を「庁舎等

（減価償却費）」の政策区分全体の総額に乗じて、当該業務に係る「庁舎等（減価償却

費）」を算出する方法によって配賦しております。 
 
４．事業コスト 

業務に係る事業コストとして認識しているコストを計上しております。 
【司法書士試験業務における物にかかるコスト】 
該当する事業コストはありません。 

 
５．自己収入 

業務の実施に伴って発生するコストの財源として、税以外で直接受け入れた収入を計

上しております。 
 
 
特記事項 
「人にかかるコスト」については、平成 29 年度決算分より算定方法を見直し、平成 30

24



 
 

年 1 月 25 日に開催した財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会において

了承された算定方法により算定を行っているため、「平成 26 年度 個別事業のフルコスト

情報の開示」において公表した 26 年度の計数、「平成 27 年度 個別事業のフルコスト情

報の開示」において公表した 26 年度及び 27 年度の計数並びに「平成 28 年度 個別事業

のフルコスト情報の開示」において公表した 26 年度、27 年度及び 28 年度の計数と相違

しています。 
なお、「物にかかるコスト」、「庁舎等（減価償却費）」については、平成 28 年度決算分

及び平成 29 年度決算分と同様の算定方法としております。 
 

【出入国在留管理業務について】 

 自己収入については、平成 30 年度公表資料から参考掲載することとしたため、「平成

28 年度 個別事業のフルコスト情報の開示」及び「平成 29 年度 個別事業のフルコスト

情報の開示」における公表資料では自己収入なしとしております。 

 

 
司法書士試験業務等についての問い合わせ先 
法務省大臣官房会計課 電話番号 03-3580-4111（内線：4367） 
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　省庁別財務書類とは

貸借対照表（平成３０年度末）

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

前会計年度
(平成30年3月31日）

本会計年度
(平成31年3月31日)

前会計年度
(平成30年3月31日）

本会計年度
(平成31年3月31日)

〈資産の部〉 〈負債の部〉

現金・預金 995,930 1,091,057 未払金 18,830 16,432

たな卸資産 256 250 保管金等 965,156 1,059,625

未収金 5,417 5,587 賞与引当金 30,037 31,534

前払費用 27 27 退職給付引当金 493,443 487,124

その他の債権等 13,305 454 その他の債務等 333 7,930

貸倒引当金 △ 1,374 △ 1,415

有形固定資産 1,389,819 1,406,038 負 債 合 計 1,507,802 1,602,646

物品 14,331 14,283

その他固定資産 24,826 23,647 ＜資産・負債差額の部＞

無形固定資産 7,538 6,569 資産・負債差額 904,587 906,913

出資金 1,468 990

資 産 合 計 2,412,390 2,509,560
負債及び資産・
負 債 差 額 合 計

2,412,390 2,509,560

業務費用計算書（平成３０年度）

前会計年度 本会計年度

(自　平成29年４月 １日) (自　平成30年４月 １日)

(至　平成30年３月31日) (至　平成31年３月31日)

人件費 421,774 426,115

賞与引当金繰入額 30,037 31,534

退職給付引当金繰入額 20,186 34,485

検察業務費 4,897 5,000

矯正施設収容等業務費 44,771 43,451

保護観察等業務費 7,035 7,383

登記業務費 42,561 43,175

出入国管理等業務費 20,345 23,302

破壊的団体等調査業務費 2,406 2,692

補助金等 468 692

委託費等 29,450 31,496

独立行政法人運営費交付金 15,395 15,391

庁費等 62,646 59,428

その他の経費 5,467 5,667

減価償却費 42,456 41,503

貸倒引当金繰入額 17 63

支払利息 1,046 1,045

供託金利子 132 151

資産処分損益 401 △ 127

本年度業務費用合計 751,501 772,455

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

省庁別財務書類とは，法務省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのストック
の状況，当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわかりやすく
開示する観点からの企業会計の考え方及び手法（発生主義，複式簿記）を参考として，平成
１４年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては，法務省の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法

人などを連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。
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（単位未満切捨て）

（単位未満切捨て）

～省庁別財務書類（法務省の概要）～

１．貸借対照表

（資産）

現金・預金 …日本銀行預金の増加 ＋951億円

有形固定資産…国有財産のうち土地の増加 ＋257億円

…建物の減少 △42億円

…工作物の減少 △38億円

（負債）

退職給付引当金…退職手当に係る引当金の増加＋15億円

…整理資源に係る引当金の減少△77億円

その他の負債 …保管金等の増加 ＋944億円

２．業務費用計算書

人件費…人件費の増加 ＋43億円

退職給付引当金繰入額の増加 ＋142億円

委託費の増加 20億円

３．資産・負債差額増減計算書

平成30年度業務費用合計と財源合計との差額（財源過小）

△74億円

４．区分別収支計算書

業務支出…「人件費」の増加 △42億円

「委託費等」の増加 △20億円

１．作成目的

一般会計及び特別会計を合算した法務省の

財務状況を開示

２．作成方法

「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成

省庁別財務書類について

１．業務の概要

基本法制の維持及び整備，法秩序の維持，

国民の権利擁護，国の利害に関係のある争

訟の統一的かつ適正な処理並びに出入国の

公正な管理

２．定員数

53,562人（特別職を含む）

３．主な財政資金の流れ

日本司法支援センターへの運営費交付金等

153億円

４．歳入歳出決算の概要

歳入計1,002億円，歳出計7,664億円

法務省の業務等の概要

○公債関連情報

公債発行対象経費及び歳出決算額等を基礎と

して配分される本年度末公債残高117,535億円，

本年度公債発行額5,509億円，本年度利払費900

億円

参考情報

（カッコ内は前年度からの増減額）

（貸借対照表）

・現金・預金 1兆910億円（＋951億円）

日本銀行預金 1兆876億円（＋951億円）

現金 33億円（△0億円）

・その他の負債 1兆675億円（＋1,020億円）

保管金等 1兆596億円（＋944億円）

その他の債務等 79億円（＋75億円）

（業務費用計算書）

・退職給付引当金等繰入額 660億円（＋157億円）

賞与引当金繰入額 315億円（＋14億円）

退職給付引当金繰入額 344億円（＋142億円）

・その他の業務費用 1,319億円（＋32億円）

業務費 1,250億円（＋29億円）

その他の経費 69億円（＋2億円）

主な増減内容

○ 法務省の省庁別財務書類においては，「一般会計省庁別財務書類」，一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書
類」，法務省の「省庁別財務書類」に日本司法支援センターの財務書類を連結した「省庁別連結財務書類」について作成して
います。

また，ここでは，「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが，省庁別財務書類においては，このほか，
資産負債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差額増減計算書」，財政資金の流れを決算に組み替えて区分別に明
らかにしている「区分別収支計算書」，さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については，別途公表している「一般会計省庁別財務書類」，「省庁別財務書類」，「省庁別連結財務書類」をご参照く

ださい。

主な科目の内訳
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資産（２兆５，０９５億６０百万円）

　 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

現金・預金 ～ 現金及び日本銀行預金

たな卸資産 ～ 重油及び刑務作業品等

未収金 ～ 免許料及び手数料債権・損害賠償金債権・利息債権等

前払費用 ～ 翌年度分以降の自賠責保険

その他の債権 ～ 財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産

貸倒引当金 ～ 未収金に対する貸倒見積額

有形固定資産 ～ 国有財産（国の庁舎など）

物品 ～ ５０万円以上の物品等

その他固定資産 ～ ＰＦＩ事業に関する建物等

無形固定資産 ～ 電話加入権等

出資金 ～ 日本司法支援センターに対する出資金

ストックの状況（貸借対照表）

主な増減要因等について（対前年度末比＋９７，１７０百万円）

・現金・預金（１兆９１０億５７百万円：対前年度末比＋９５，１２６百万円）

保管金の増加により日本銀行預金が増加したことによる増加等

・有形固定資産（１兆４，０６０億３８百万円：対前年度末比＋１６，２１８百万円）

土地の増加により国有財産が増加したことによる増加等

現金・預金 たな卸資産 未収金 前払費用
その他の債

権等
貸倒引当金

有形固定資

産
物品

その他固定

資産

無形固定資

産
出資金 資産合計

30年度末 1,091,057 250 5,587 27 454 △ 1,415 1,406,038 14,283 23,647 6,569 990 2,509,560

29年度末 995,930 256 5,417 27 13,305 △ 1,374 1,389,819 14,331 24,826 7,538 1,468 2,412,390

995,930 256 5,417 27

13,305

△ 1,374

1,389,819 14,331 24,826 7,538 1,468
2,412,390

1,091,057 250 5,587 27

454

△ 1,415

1,406,038 14,283 23,647 6,569

990

2,509,560
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負債（１兆６，０２６億４６百万円）

　

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

未払金 ～ ＰＦＩ事業に係る未払額等

保管金等 ～ 供託金等の受入れ残高等

賞与引当金 ～ ６月支給に係る期末・勤勉手当

退職給付引当金 ～ 退職手当等

その他の債務等 ～ 財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産等

主な増減要因等について（対前年度末比＋９４，８４４百万円）

・保管金等（１兆５９６億２５百万円：対前年度末比＋９４，４６８百万円）

保管金の増加により日本銀行預金が増加したことによる増加等

・その他の債務等（７９億３０百万円：対前年度末比＋７，５９７百万円）

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産が増加したことによる増加

未払金 保管金等 賞与引当金 退職給付引当金 その他の債務等 負債合計

30年度末 16,432 1,059,625 31,534 487,124 7,930 1,602,646

29年度末 18,830 965,156 30,037 493,443 333 1,507,802

18,830
965,156 30,037 493,443

333

1,507,802

16,432
1,059,625 31,534 487,124

7,930

1,602,646
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費用（７，７２４億５５百万円）（業務費用計算書より）

　 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

人件費等 ～ 職員の給与等

委託費等 ～ 分担金及び委託費等

交付金 ～ 日本司法支援センターに対する運営費交付金

庁費等 ～ 物件費及び施設費に該当する支出のうち，他の科目で計上されておらず，資産計上されていないもの

減価償却費 ～ 有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

資産処分損益 ～ 有形固定資産及び無形固定資産等の売却，有償譲渡等の処分に伴い生じた損益

その他 ～ 刑務所・少年院・少年鑑別所・及び婦人補導院に収容された者の衣食，医療，作業等に要した経費等

フローの状況

主な増減要因等について（対前年度末比＋２０，９５４百万円）

・人件費等（４，９２１億３４百万円：対前年度末比＋２０，１３６百万円）

退職給付引当金繰入額の増加による増加等

人件費等 委託費等 交付金 庁費等 減価償却費 資産処分損益 その他 合計

30年度末 492,134 32,189 15,391 59,428 41,503 △ 127 131,934 772,455

29年度末 471,998 29,919 15,395 62,646 42,456 401 128,682 751,501

471,998 29,919 15,395 62,646 42,456

401

128,682 751,501

492,134 32,189 15,391 59,428 41,503

△ 127

131,934 772,455
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（参考）連結財務書類について

連結貸借対照表（平成３０年度末） （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

前会計年度
(平成30年3月31日）

本会計年度
(平成31年3月31日)

前会計年度
(平成30年3月31日）

本会計年度
(平成31年3月31日)

〈資産の部〉 〈負債の部〉

現金・預金 1,003,801 1,098,825 未払金 24,957 22,942

たな卸資産 264 258 未払費用 7 7

未収金 6,880 6,992 リース債務 1,392 1,113

民事法律扶助立替
金

29,534 29,781 保管金等 965,565 1,060,035

前払費用 151 156 前受金 169 155

破産更生債権等 10,755 10,709 賞与引当金 30,545 32,028

その他の債権等 13,305 454 退職給付引当金 496,424 489,924

貸倒引当金 △ 33,613 △ 33,497 その他の債務等 550 8,148

有形固定資産 1,390,893 1,406,934

物品等 14,841 14,688 負 債 合 計 1,519,613 1,614,356

その他固定資産 24,826 23,647

無形固定資産 8,854 8,126 ＜資産・負債差額の部＞

その他の投資等 149 159 資産・負債差額 911,364 914,545

資 産 合 計 2,430,977 2,528,901
負債及び資産・
負 債 差 額 合 計

2,430,977 2,528,901

連結業務費用計算書（平成３０年度）

前会計年度 本会計年度

(自　平成29年４月 １日) (自　平成30年４月 １日)

(至　平成30年３月31日) (至　平成31年３月31日)

人件費 429,331 433,538

賞与引当金繰入額 30,376 32,028

退職給付引当金繰入額 20,172 34,486

検察業務費 4,897 5,000

矯正施設収容等業務費 44,771 43,451

保護観察等業務費 7,035 7,383

登記業務費 42,561 43,175

出入国管理等業務費 20,345 23,302

破壊的団体等調査業務費 2,406 2,692

日本司法支援センター業務費 20,388 21,137

補助金等 468 692

委託費等 14,113 14,656

庁費等 62,646 59,428

その他の経費 5,467 5,667

減価償却費 42,805 41,985

貸倒引当金繰入額 4,419 4,081

支払利息 1,059 1,067

供託金利子 132 151

資産処分損益 401 △ 127

本年度業務費用合計 753,802 773,802

（単位：百万円）

（単位未満切捨て）

連結財務書類は，法務省の省庁別財務書類に日本司法支援センターの財務諸表を連結した
省庁別財務書類を参考情報として作成しています。
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資産（２兆５，２８９億１百万円）

　 （単位：百万円）

（単位未満切捨て）

現金・預金 ～ 法務省及び日本司法支援センターの現金・預金残高

たな卸資産 ～ 法務省のたな卸資産及び日本司法支援センターの貯蔵品

未収金 ～ 法務省及び日本司法支援センターの未収金

民事法律扶助立替金 ～ 「総合法律支援法」第３０条第１項第２号の規定による立替金のうち破産更生債権等以外のもの

前払費用 ～ 法務省及び日本司法支援センターの前払費用

破産更生債権等 ～ 日本司法支援センターの破産更生債権等

その他の債権等 ～ 独立の科目で表示しているもの以外の債権等

貸倒引当金 ～ 民事法律扶助立替金等に対する貸倒見積額

有形固定資産 ～ 国有財産（国の庁舎など）及び日本司法支援センターの公共用財産等

物品等 ～ 法務省が保有する物品のほか日本司法支援センターの工具器具備品等

その他固定資産 ～ ＰＦＩ事業に関する建物等

無形固定資産 ～ ソフトウェア等

その他の投資等 ～ 日本司法支援センターが差し入れている敷金・保証金

連結財務書類 ストックの状況（連結貸借対照表）

主な増減要因等について（対前年度末比＋９７，９２４百万円）

・現金・預金（１兆９８８億２５百万円：対前年度末比＋９５，０２３百万円）

法務省が保有する保管金の増加により日本銀行預金が増加したことによる増加等

・有形固定資産（１兆４，０６９億３４百万円：対前年度末比＋１６，０４０百万円）

法務省が保有する土地の増加により国有財産が増加したことによる増加等

現金・預金 たな卸資産 未収金
民事法律扶

助立替金
前払費用

破産更生債

権等

その他の債

権等
貸倒引当金

有形固定資

産
物品等

その他固定

資産

無形固定資

産

その他の投

資等
資産合計

30年度末 1,098,825 258 6,992 29,781 156 10,709 454 △ 33,497 1,406,934 14,688 23,647 8,126 159 2,528,901

29年度末 1,003,801 264 6,880 29,534 151 10,755 13,305 △ 33,613 1,390,893 14,841 24,826 8,854 149 2,430,977

1,003,801 264 6,880 29,534 151 10,755

13,305

△ 33,613

1,390,893 14,841 24,826 8,854 149 2,430,977

1,098,825 258 6,992 29,781 156 10,709

454

△ 33,497

1,406,934 14,688 23,647 8,126 159 2,528,901
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負債（１兆６，１４３億５６百万円）

　

未払金 ～ 法務省及び日本司法支援センターの未払金

未払費用 ～ 日本司法支援センターの未払費用

リース債務 ～ 日本司法支援センターのリース債務

保管金等 ～ 法務省及び日本司法支援センターが保管している保管金等

前受金 ～ 日本司法支援センターの前受金

賞与引当金 ～ 会計年度末以降の賞与支給見込額に基づき，会計年度末までの期間に対応する金額

退職給付引当金 ～ 退職手当等に係る引当金

その他の債務等 ～ 独立の科目で表示している債務以外の債務等

　　　　　　　　　（単位未満切捨て）

　　　　　　　　　（単位：百万円）

主な増減要因等について（対前年度末比＋９４，７４３百万円）

・保管金等（１兆６００億３５百万円：対前年度末比＋９４，４６９百万円）

法務省が保有する保管金の増加により日本銀行預金が増加したことによる増加等

・その他の債務等（８１億４８百万円：対前年度末比＋７，５９７百万円）

財政投融資特別会計特定国有財産整備勘定への未渡不動産が増加したことによる増加等

未払金 未払費用 リース債務 保管金等 前受金 賞与引当金 退職給付引当金 その他の債務等 負債合計

30年度末 22,942 7 1,113 1,060,035 155 32,028 489,924 8,148 1,614,356

29年度末 24,957 7 1,392 965,565 169 30,545 496,424 550 1,519,613
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費用（７，７３８億２百万円）（連結業務費用計算書より）

　

人件費等 ～ 法務省及び日本司法支援センターにおける人件費等

委託費等 ～ 法務省の補助金及び委託費等

日本司法支援
センター業務費

～ 日本司法支援センターにおける総合法律支援に関する事業に要した費用

庁費等 ～ 物件費及び施設費に該当する支出のうち，他の科目で計上されておらず，資産計上されていないもの

減価償却費 ～ 有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

資産処分損益 ～ 有形固定資産及び無形固定資産等の売却，有償譲渡等の処分に伴い生じた損益

その他 ～ 刑務所・少年院・少年鑑別所・及び婦人補導院に収容された者の衣食，医療，作業等に要した経費等

　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　　　　　　　　（単位未満切捨て）

連結財務書類 フローの状況

主な増減要因等について（対前年度末比＋２０，０００百万円）

・人件費等（５，０００億５４百万円：対前年度末比＋２０，１７３百万円）

法務省の退職給付引当金繰入額の増加による増加等

人件費等 委託費等
日本司法支援セ

ンター業務費
庁費等 減価償却費 資産処分損益 その他 合計

30年度末 500,054 15,349 21,137 59,428 41,985 △ 127 135,974 773,802

29年度末 479,881 14,582 20,388 62,646 42,805 401 133,097 753,802
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※平成３０年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

日本司法支援センター 　

連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は，法務省の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象としています。
なお，この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは，『各省庁が監督権限を有し，各省庁か

ら財政支出を受けている法人』とし，監督権限の有無及び財政支出の有無によって業務関連性を判断することとし
ています。

また，連結に際しては，本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考えられますが，事務負担な
どの観点から困難であるため，基本的には，独立行政法人などの既存の財務諸表を利用し，独立行政法人などに
固有の会計処理について，連結に際して必要な修正を行った上で連結することとしています。

○連結の際の具体的な会計処理例
法務省の一般会計及び東日本大震災復興特別会計は日本司法支援センターへ運営費を交付しているため，法

務省が財務書類に計上している運営費交付金と，日本司法支援センターが財務書類に計上している運営費交付金
収益とを相殺消去している。

35


